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②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

学校給食食材高騰対策事業（国の予
算年度R6_補正）

➀コロナ禍から続く物価高騰の影響を受けている子育て世
帯への支援のため、物価高騰に伴う給食食材費増額分
を、給食費を管理する一般財団法人恵庭市学校給食協会
に助成することで、学校給食費の値上げをおさえ、保護者
負担の軽減につなげる。
②（保護者負担分）全体事業費　53,926千円
③積算根拠：総務省統計局が公表している北海道の消費
者物価指数で、R3年平均値からR6年6月までの食品にお
ける物価上昇率を用いて影響額を算出。（小数点以下切上
げ）
※算出方法：1日あたり食数×単価×年間実施数×物価上
昇率
・小学校　32,602,072円
1学年　509×265×182×0.184≒4,517,028円
2学年　572×265×190×0.184≒5,299,236円
3学年　546×270×190×0.184≒5,153,803円
4学年　619×270×190×0.184≒5,842,864円
5学年　619×275×189×0.184≒5,919,744円
6学年　617×275×188×0.184≒5,869,397円
・中学校　21,323,992円
1学年　607×337×191×0.184≒7,189,021円
2学年　615×337×187×0.184≒7,131,230円
3学年　631×337×179×0.184≒7,003,741円
④市内全小・中学校に通う児童・生徒と保護者（教職員分
を除く）
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